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研究テーマ「若者定住を促進するためには」の調査研究報告 

 

                         飯田市議会 産業建設委員会 

 

はじめに 

 平成 27年度議会報告会の意見交換会のテーマの設定にあたっては、国で「まち・ひと・

しごと創生基本方針2015」が閣議決定された時期と重なったこともあり、地方創生につい

て委員会として調査研究を行う機会と捉え、テーマの一つとして『みんなで考えよう！「地

域で働く人づくり、若者が帰って来られる仕事づくり」とは』を設定した。  

委員会での調査研究を踏まえ、議会報告会において議会側から４項目のポイントを提示

し、市民との意見交換をおこなった。市民から出された主な意見をまとめ検討したところ、

テーマの中の「仕事づくり」にとらわれ過ぎる傾向と、「仕事づくり」＝「企業誘致」が結

論との方向に集中してしまったため、改めて委員間討議を行い論点を整理した。 

結果、企業誘致は重要な施策であるとの認識は持ちつつ、一方で、企業誘致に頼らずと

も、地域で働く若者の定住を促進する施策について調査研究を進めるため、テーマを「若

者定住を促進するためには」とし、引き続き調査研究を進めることにした。 

 28年度においては、管外視察での調査をこのテーマに特化し、長くこのテーマに取り組

んでいる鳥取県と島根県の事例を視察し、議員間の討論を経て、委員会として具体的な提

案事項として整理した。議会報告会において、提案事項について市民と意見交換を行った。

市民からは概ね同意をいただけたが、地域での実践や新しい視点での提案もいただいた。

新たな意見を含め、委員会として市に対する提案事項にまとめた。 

提案方法については、委員長から説明を行なっただけでは、委員会としての真意が必ず

しも伝わらないことも考慮し、別の手法を考えた。所管する部課からも理解を得る中で、

委員会として初めての試みとして、テーマに関して主な所管となる産業経済部の部課長と

委員が円卓に着き、事前に決めたルールの下、提案事項について意見交換を行った。 

今回の提案は、共通認識に至った事項をベースとして取りまとめたものである。 

 

Ⅰ これまでの調査研究活動をふまえての方向性と提案 

   今年度管外視察した、島根県の「ふるさと島根定住財団」は、島根県内への定住促

進を目的に、24年前に県が出資し設立した財団であり、支援メニューやコーディネー

ト、マッチングの人的支援も手厚く、また、それらの情報も整理し発信されていた。

委員間では、県の取り組みであり、歴史も長いことから、全てを市として取り組むこ

とは難しいと判断するものの、情報発信を含めたいわゆる窓口機能の充実（創設）の

必要性を共有した。また、情報発信については、議会報告会における市民との意見交

換をとおし、一般に情報の受け手と想定される若者だけでなく、親世代への情報提供

の重要性が共有できた。さらに、特に妻帯者のＵＩターンの場合には、女性の理解が

重要であるとの意見もあり、いわゆる子育て環境など、この地域の良さも含め情報発

信を強化する必要性も共有された。 
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   また、今回の調査研究をとおし、あらためて、この地域は大学等への進学で一旦こ

の地を離れる若者が多いことから、今まで以上に学生世代への働きかけ、特に高校生

への働きかけが必要であると認識した。地元への愛着や、地元企業を知ってもらえる

機会を増やし、結果として就職のときに地元へのＵターンを選択してもらえるよう情

報発信することが重要である。 

   当委員会の任期を迎えるにあたり、産業建設委員会の所管事務からのアプローチを

基本として提案内容を取りまとめてきたが、このテーマについては、様々な視点から

のアプローチが必要であるため、結果として委員会の所管外ではあるが、調査研究結

果として必要なものについては包含し、次のとおり提案する。 

 

１ 総合相談窓口を創設 

（１）市内にどのような会社があり、そして会社のこれまでの求人状況なども併せて

情報提供できる仕組みを構築されたい。また、職業安定法と雇用対策法の改正も

なされたことから、相談窓口においてハローワーク飯田の求人情報が閲覧できる

よう端末の設置を検討されたい。 

（２）ハローワーク飯田との意見交換会の中で、卒業後３年以内に離職する者の割合

は、高校卒で約４割、大学卒で約３割となっており、特に１年以内の離職率が高

くなっていることが明らかになった。市は、ミスマッチの解消に積極的に取り組

むとともに、３～４年かけてでも自分に合った仕事を見つけられる仕組みを構築

されたい。 

（３）上記事項を含んだいわゆる総合相談窓口を、若者が気楽に立ち寄りやすい場所

に創設することを検討されたい。 

 

２ 情報発信力の強化 

（１）議会報告会の中でも「親に言われてふるさとへ帰った」との意見が多く出され

たことから、親を介した情報発信の方法を検討されたい。 

（２）島根県のふるさと島根定住財団のように、関連情報が出口として一か所に集約

し発信する仕組みを検討されたい。併せて、まずは飯伊地域が着目されるよう、

広域で連携した情報提供も検討されたい。 

（３）回帰、移住後の暮らしに関する情報が大事となる。若者が輝いて活躍している

実際の様子を、様々な手段で情報発信されたい。 

 

３ Ｕ・Ｉターン希望者などに対する政策について 

（１）農業分野については、お試し体験から始まって総合的な受け入れのシステムが

できている。工業・建設業の分野等についても同様のシステムを検討されたい。 

（２）国も長野県もインターンシップに力を入れている。市が主導して受け入れ態勢

を構築されたい。 
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４ 若者への起業支援 

（１）これからは、情報通信技術、モノのインターネット、人工知能の時代であるの

で、金融支援も含め、様々な若者への起業支援を検討されたい。 

 

５ 高校生をターゲットにした施策の充実 

（１）高校生になると地元のことへの関心が薄れ、また多くの地元企業のことを知ら

ない。地域人教育やキャリア教育の機会を増やすため、南信州広域連合に協力を

求めて飯伊地域の全高校へ呼びかけるとともに、市も地元企業との仲介役を担っ

てシステムの構築を図ること。 

 

６ 女性に光を当てた施策の充実 

（１）家族ぐるみのＵ・Ｉターンも女性が主役だともいわれる。子育て支援や街づく

りなど女性を惹きつける施策を今以上に充実させるとともに、それに関する情報

発信を強化されたい。 

（２） 飯田女子短期大学の学生が飯伊地域に定住することを促進するため、 

・ボランティア活動などで地域との関わりを深め 

・飯伊地域の保育園や病院への就職を誘導する奨学金制度を創設する 

など飯田女子短期大学との連携を強化されたい。 

 

７ 親のふるさとを愛する気持ちを喚起する 

（１）各地で行う「田舎へ還ろう戦略事業」の中で取り組まれるよう、市も側面から

支援されたい。 

 

８ 小・中・高等学校におけるキャリア教育の質の充実 

（１）議会報告会において、「高校卒業時に自分が将来どのような仕事をしたいのか決

まっていない生徒がほとんどだ」との意見が出されている。生きていく上での働

く意味、働いて稼いで何を実現するのかについて、親と子が学習する機会となる

ようなキャリア教育を進めてはどうか。また、教育委員会が進めるキャリア教育

と産業経済部が進める高校生へのアプローチがしっかり連携していることが重要

である。 

 

Ⅱ 遠山地区の市営住宅等の運用について 

27年度の議会報告会において市民から意見が多く出され委員会の調査項目とした「市

営住宅等の管理委託の運用等について」、28 年度の議会報告会で委員会としての対応状

況を報告した際に、市民から遠山地区の市営住宅の管理に関し、 

「入居者がいない時の管理が行き届いていないため、移住希望者が下見などしても、

良い印象をもたれず、移住に結びつかない」との意見が寄せられた。 
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市が市営住宅等を長野県住宅供給公社に管理委託した以降の意見であったため、委員

会として現地調査し、検討した。 

 

  意見が寄せられた市営住宅は、いわゆる生活困窮者等への住宅供給を目的としたもの

でなく、「独身住宅」「若者住宅」と位置付けられ、移住者向けに提供される住宅であっ

た。一方で、入居に関しては、年齢や世帯要件なども課されており、その点で入所希望

者との間にミスマッチが生じていることが浮かび上がってきた。 

  委員間での議論において、設置目的が違う住宅を同一に管理することへの疑問、また

上記のようなミスマッチを解消するためには、入所要件の緩和の必要性もある点が共有

された。 

結果として、若者定住に向けた取組に繋がる事案であったため、「若者定住を促進す

るためには」の提案項目に付記し、以下のとおり提案する。 

 

１ 遠山地区の市営住宅等の運用について 

（１）議会報告会で意見が出された遠山地区の市営住宅等の運用については、遠山地

区で取り組む「田舎へ還ろう戦略事業」の中に市営住宅等の活用を位置づけ、関

係する行政機関も連携・支援し、新たな発想により活かし方を検討されたい。 
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Ⅲ 調査研究の経過 

 

〔27年度の議会報告会分科会で出された主な意見とそれに対する行政評価の中での議論〕 

○「若者が帰って来られない理由は」に対する意見 

  意見１ 職種が狭く希望する仕事がない→企業誘致をすべき 

   ⇒「起業立地促進事業（補助金）」、「支え、育む産業基盤づくり」、 

    「商店街魅力向上事業」、「産業活性化懇話会開催事業」、 

などの視点から行政評価の中で議論 

平成27年５月20日 

 

７月８･９日 

 

７月22日 

８月４日 

９月18日 

９月29日 

 

 

 

 

10 月   

 

 

11 月 10日 

 

12月 

平成28年２月10日 

 

 

４月20日 

 

 

 

 

５月 13日 

７月７～９日 

 

 

 

７月 20日 

８月２日 

８月10日 

管内視察 

・ココロファームビレッジ 

産業建設委員会管外視察 

・石川県七尾市で道の駅能登食祭市場の取組み視察 

産業建設委員会の開催（26年度事業評価） 

産業建設委員会協議会の開催（26年度事業評価） 

産業建設委員会勉強会 ※市の取組み状況について 

決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言     

○「雇用対策事業」 やり方改善を提言 

○「技能技術伝承事業」 拡大を提言 

○施策「新し力による新しい産業づくり」において関係事

項の提言 

議会報告会 ※別添資料（１）参照 

・分科会テーマとして設定し、選択いただいた飯田５地区

において意見交換実施 

産業建設委員会協議会勉強会 ※別添資料（２）参照 

・引き続き調査研究活動のテーマとすることを確認 

第４回定例会  閉会中の継続調査の申出をおこない議決

産業建設委員会勉強会 

・地域活性化プログラム2016により飯田市の取組を確認 

・調査研究テーマの扱い整理 

管内視察実施 

・新規就農者対策事業 

・産業用地整備事業（龍江） 

・南信州・飯田産業センター（EMCセンター） 

・知の拠点整備事業（旧飯田工業高校） 

産業建設委員会協議会  ※議員間で討議 

管外視察実施 ※別添資料（３）参照 

・鳥取県日南町で「創造的過疎」のまちづくり概要視察 

・鳥取県「ふるさと島根定住財団」の取組視察 

・島根県雲南市で株式会社吉田ふるさと村の取組視察 

産業建設委員会の開催（27年度事業評価） 

産業建設委員会協議会の開催（27年度事業評価） 

産業建設委員会協議会 

・これまでの経過や、管内、管外視察、行政評価等の取組

みを踏まえ課題や取組みの方向性について再度議員討議 
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○「若者への情報発信」に対する意見 

  意見２ 大学生には情報が届いていないのでは、親も子どもも地元の企業のことを知

らない。 

   ⇒ 親にも、子どもにも情報がわたるよう情報発信を充実できないか。 

     ※管外視察による調査を経て、委員会協議会にて議論 

 ○「若者にやっぱり帰ろうと思わせる地域とは」に対する意見 

  意見３ そもそも住みたいまちと住むまちは違う。 

意見４「仲間」がいることが大事ではないか。 

   ⇒ 東京の企業との雇用条件の落差を埋める魅力あるものが必要 

学生のうちに企業との接点を増やす。 

※管外視察による調査を経て、委員会協議会にて議論 

 ○リニア・三遠南信時代を見据えて 

  意見５ 出身者だけを囲い込むのではなく全国に網をかけるような取り組みを、航空

宇宙産業に期待する。 

   ⇒「未来を見据えた地域産業の魅力、強み、人材の強化」 

    「新しい力による新しい産業づくり」の視点から行政評価の中で議論 

 

〔決算認定に係る施策及び事務事業に関し市へ提言〕   〈提言内容〉 

○施策「支え、育む産業基盤づくり」の中で提言⇒ 産業用地の確保 

○施策「未来を見据えた地域産業の魅力、強み、人材の強化」の中で提言 

  ⇒ 信大共同研究講座の恒常化 

○商店街魅力向上事業 「やり方改善」を提言 

○施策「新しい力による新しい産業づくり」の中で提言 

 ⇒ 国県の研究施設の誘致、ＵＩターン者への支援 

・「人材誘導事業」  「拡大」を提言 

・「起業立地促進事業（補助金）」 「やり方改善」を提言 

 

平成28年 9月 15日 

10月    

 

11 月４日 

 

11月 15日 

 

12月 14日 

 

平成29年１月26日 

２月８日 

産業建設委員会協議会 

議会報告会において経過を市民に説明 

※別添資料（４）による意見交換 

産業建設委員会協議会 

・テーマに関する調査研究内容の確認 

産業建設委員会協議会 

※別添資料（５）により議論 

意見交換会〔テーマに関し産業経済部と意見交換〕 

※別添資料（６）により議論 

産業建設委員会協議会勉強会 

産業建設委員会協議会勉強会 

・提案に関しての最終集約 

 



H29.2.20 全員協議会 

資料№2-1 

 7 / 7 

 

Ⅳ 別添資料 

 （１）平成27年度 議会報告会資料 

 （２）平成27年度 議会報告会で寄せられた意見のまとめ 

 （３）平成28年度 所管事務調査（管外視察）報告 ※抜粋 

（４）平成28年度 議会報告会資料 

（５）平成28年度 議会報告会で寄せられた意見のまとめ  

（６）産業建設委員会・産業経済部意見交換会コーディネート資料  
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